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土地賃貸借契約書（案） 

 

神奈川県（以下「甲」という。）と●●●●●● （以下「乙」という。）は、土地の賃貸借に

ついて次のとおり契約する。 

 

（目的物件） 

第１条 甲は、その所有する次の土地（以下「目的物件」という。） のうち別紙図面に記載の部

分を乙に賃貸し、乙は、これを賃借する。 

(1) 施 設 名 元かながわ女性センター 

(2) 所 在 地 藤沢市江の島一丁目216番２の一部 

(3) 数   量 5,015.64㎡ 

(4)  使用箇所 仕様書図面に記載された部分 

 

（指定用途） 

第２条  乙は、目的物件を駐車場の運営事業（以下「本事業」という。）のために使用するもの

とする。 

２  乙は、賃貸借場所を指定用途に供するに当たっては、仕様書（別紙参照）に記載の条件等を

遵守しなければならない。 

 

（契約期間） 

第３条  賃貸借の期間は、 令和７年４月１日から令和７年９月23日までとする。 

 

（貸付料） 

第４条  賃貸借期間内の貸付料は、金○○円（消費税及び地方消費税相当額 金○○円を含

む。）とする。 

２  乙は、前項に規定する貸付料を甲が別に発行する納入通知書により、甲が指定する納付期限

までに神奈川県公金取扱店において納付しなければならない。 

 

（貸付料の改定） 

第５条  甲は、前条第１項に規定する貸付料について、関係法令の改定、経済事情の変動又は目

的物件の状況変化その他正当な理由があると認めたときは、改定をすることができる。 

２  前項の規定により貸付料が改定された場合の貸付料（以下「改定貸付料」という）の納付

は、次の方法による。 

(1)  貸付料が改定された時点において、現行貸付料が完納されていない場合には、貸付料を改

定貸付料にして前条の規定を準用する。 

(2)  前号に該当しない場合には、差額の確定後速やかに差額について調整する。 

 

(契約不適合等) 

第６条  乙は、この契約を締結した後、目的物件に数量の不足その他本契約の内容に適合しない
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ものがあることを発見しても、目的物件の修補、代替物の引渡し若しくは不足分の引渡しによ

る履行の追完、貸付料の減免又は損害賠償の請求をすることができないものとする。 

 

（譲渡及び転貸の禁止） 

第７条 乙は、甲の承諾を得ないで、この契約により生ずる賃借権を譲渡し、又は目的物件を転

貸してはならない。 

 

（使用上の制限） 

第８条 乙は、目的物件が県有財産であることを常に考慮し、善良なる管理者の注意をもって維

持保全しなければならない。 

２ 乙は、目的物件について甲の承諾を得ないで現状を変更し、又は目的物件上に建物その他の

施設を新築し、若しくは増改築等してはならない。 

 

（変更等承諾手続） 

第９条 乙は、この契約の定めるところにより甲の承諾を必要とする行為をしようとするとき

は、事前にその理由その他参考となるべき事項を詳細に記載した書面により、甲に申請し、甲

の承諾を得なければならない。 

２ 前項に規定する甲の承諾は、書面によるものとする。 

 

（第三者に損害を及ぼした場合の措置） 

第10条 乙は、目的物件の使用により第三者に損害を及ぼすおそれがある場合は、乙の責任にお

いて損害の発生を防止し、第三者に損害を及ぼした場合は、乙の負担において賠償しなければ

ならない。 

 

（滅失又はき損の通知義務） 

第11条 乙は、目的物件の全部又は一部が滅失若しくはき損した場合は、それを知り次第、直ち

に甲にその状況を通知しなければならない。 

 

（使用上の損傷等） 

第12条 乙は、その責めに帰する理由により、目的物件を滅失又はき損した場合においては、乙

の負担において目的物件を原状に回復しなければならない。 

 

（住所等の変更の届出） 

第13条 乙は、所在地、代表者に変更があったときは、速やかにそれを証する文書を添付して書

面により甲に届け出るものとする。 

 

（実地調査等） 

第14条 甲は、必要があると認めるときは、賃貸借の期間中において、この契約の内容につい

て、その職員をして随時に乙に対し質問させ、関係書類その他目的物件について実地に調査さ
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せ、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 乙は、前項の調査を拒み若しくは妨げ、又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 

（契約の中途終了） 

第15条 甲は、次の各号のいずれかに該当する事態が生じた場合には、何らの催告を要しないで直

ちにこの契約を解除することができる。 

(1)  乙が、目的物件を第２条第１項に規定する用途に使用しないとき又はその用途に使用する

ことをやめたとき。 

(2)  乙が、第４条１項に規定する貸付料の納付を履行しないとき。 

(3)  乙が、第７条又は第８条の規定に違反したとき。 

２  甲乙は、次の各号のいずれかに該当する事態が生じた場合には、この契約を解約することが

できる。 

(1)  天変地異その他やむを得ない理由により、本事業の実施が不可能となったとき。 

(2)  甲乙の責めに帰すべき事由なくこの契約の債務が全部履行不能になったとき。 

３  第１項による解除により乙が損失をこうむることがあっても、甲は乙の損失を補償しないも

のとする。 

４  第２項による解約により甲又は乙が損失をこうむることがあっても、甲又は乙は、相手方の

損失を補償しないものとする。 

 

（暴力団等排除に係る解除） 

第16条  甲は、警察本部からの通知に基づき、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この

契約を解除することができる。この場合において、解除により乙に損害が生じても、甲はその

損害の賠償の責めを負わないものとする。 

(1)  乙が、神奈川県暴力団排除条例（平成22年神奈川県条例第75号。以下、本条及び次条にお

いて、「条例」という。）第２条第５号に定める暴力団経営支配法人と認められたとき。 

(2)  乙が、条例第23条第１項に違反したと認められたとき。 

(3)  乙が、条例第23条第２項に違反したと認められたとき。 

(4)  乙び役員等（役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する

社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する者と認められる者

を含む。）又は支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事務所をいう。）の代表者

をいう。）が、条例第２条第４号に定める暴力団員等と密接な関係を有していると認められ

たとき。 

 

（暴力団等からの不当介入の排除） 

第 17 条 乙は、契約の履行に当たって、条例第２条に規定する暴力団又は暴力団員等から不当介

入を受けた場合は、遅滞なく甲に報告するとともに所轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力

をしなければならない。 

２ 乙は、不当介入を受けたことにより、賃貸借期間開始時に遅れが生じる恐れがある場合は、甲
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と賃貸借期間開始時に関する協議を行わなければならない。 

３ 乙は、暴力団又は暴力団員等からの不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに甲に

報告するとともに、被害届を速やかに所轄の警察署に提出しなければならない。 

４ 乙は、不当介入による被害により賃貸借期間開始時に遅れが生じる恐れがある場合は、甲と賃

貸借期間開始時に関する協議を行わなければならない。 

 

（原状回復義務） 

第 18 条 乙は、第３条に規定する賃貸借の期間が満了したとき、第 15条の規定により契約が終了

したとき又は第 16 条若しくは第 17 条の規定により契約が解除されたときは、甲の指定する期日

までに、乙の費用で目的物件を原状に復し、甲に返還しなければならない。ただし、通常の使用

及び収益によって生じた目的物件の損耗、目的物件の経年劣化並びに甲が原状に復すことについ

て必要がないと認めた場合にはこの限りでない。 

２ 甲は、乙が前項の義務を履行しないときは目的物件を原状に復し、乙からその費用を徴収する

ことができる。 

３ 乙は、前２項の場合において、第１項ただし書の規定による場合を除き、賃貸借の期間が満了

した日又は契約の解除された日の翌日から、乙又は甲が目的物件を原状に復し甲に返還した日ま

での日数に応じ、第４条第１項に規定する貸付料に相当する額を甲に納付しなければならない。 

 

（違約金） 

第 19 条 乙は、第４条第１項に規定する貸付料、前条第２項に規定する費用又は同条第３項に規

定する貸付料に相当する額（以下「貸付料等」という。）について、甲が定める納付期限までに納

付しないときは、納付期限の翌日から納付した日までの日数に応じ貸付料等の金額につき年 2.5

パーセントを乗じて計算した額の違約金を甲に支払わなければならない。 

２ 前項に規定する違約金は、第 23 条に規定する損害賠償の賠償額の予定又はその一部とはしな

いものとする。 

 

（貸付料等の精算） 

第 20 条 甲は、この契約が解除され又は失効した場合において、すでに納付された貸付料がある

ときは、未経過期間に係る貸付料を還付するものとする。ただし、第 18 条第２項に規定する費

用、同条第３項に規定する貸付料に相当する額又は前条に規定する違約金その他甲が乙から徴収

すべき費用等があるときは、これらの額を当該未経過期間に係る貸付料から控除した額を還付す

るものとする。 

 

（必要費等の請求権の放棄） 

第 21 条 乙は、第３条に定める契約期間が満了したとき、第 15条の規定により契約が終了した場

合又は第 16 条の規定によりこの契約が解除された場合において、目的物件に投じた修繕費等の

必要費、改良費等の有益費その他目的物件の使用に伴い要する費用の支出があっても、これを甲

に請求しないものとする。 
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（信義則）  

第 22 条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

 

（損害賠償） 

第 23 条 甲及び乙は、この契約上の義務を履行しないため相手方に損害を与えたときは、その損

害を賠償しなければならない。 

 

（契約の費用） 

第 24 条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

 

（管轄裁判所） 

第 25 条 この契約について訴訟等が生じたときは、甲の所在地を管轄する横浜地方裁判所を第一

審の裁判所とする。 

 

（疑義等の決定） 

第 26 条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関し疑義がある事項については、甲乙協議の

うえ別に定めるものとする。 

 

 

【注：①（電子契約の場合）又は②（書面による契約の場合）のいずれかを選択する。】 

① この契約の締結を証するため、本契約書を電磁的に作成し、発注者と受注者が合意したことを

証する電磁的措置を執ったうえ、各自その写しを所持するものとする。 

② この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、発注者と受注者が両者記名押印のうえ、

各自その１通を所持するものとする。 

 

令和７年  月  日 

 

甲 横浜市中区日本大通 1 

 

神奈川県知事  黒 岩 祐 治 

 

 

乙 ●● 

 

●●●● 

●●●●    ● ● ● ● 

 


